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平成18年度に中学校、平成21年度に小学校の校内ＬＡＮを整備した。
中学校は平成25年度に機器の入替えを行った。

小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

目
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教育委員会事務局学校教育室教育総務
課
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会計

教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　款
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事業の概要
（目的・内容）

小・中学校情報化推進事業

学校教育

教育環境の整備・充実

【事業の目的】
　ＩＣＴ教育環境の充実を図り、児童・生徒のＩＣＴ活用能力を高める。
【事業の内容】
　国の促進事業に基づきＩＣＴ教育の環境整備を推進する。現在、児童・生徒用パソコンを各小学校に20台、各中学校に40台の整備をし
ている。中学校は平成23年度中にリースアップした機器を継続利用した。小学校は平成21年度に国及び府の補助金を活用し教育用パ
ソコン機器等、教育用ソフトの購入及び校内ＬＡＮ整備を行っている。
※ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）教育とは、情報技術を用いて、学習者に新しいコミュニケーション環境を提供しようとする教育をい
う。

事業 教育用コンピュータ設置　　　　　　　　　　　　　
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※前年度比５％以上変動している
　要因（該当する場合のみ   ）

※該当項目すべてに

58,698 28,01043,515

34.9

達成率(％)

　　4．国庫支出金など特定財源の増減

　　　 5．その他（平成24年度は中学校パソコンをリースアップした機器を継続利用したため）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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標

　　　 1．制度改正・事業の見直しなど 　　2．左記１によらない対象件数などの増減

　　　 3．物価・賃金水準などの変動
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廃止・休止

   （概ね現行どおり継続して実施） （実施方法の改善を検討する） （事業規模の縮小を検討する） （廃止・休止を検討する）

 総合評価  評価理由・意見

縮　小  廃止・休止

行
革
本
部
評
価

継　続  改　善

　固定経費として掛かってくるため、現状はこのままとせざるを得ない。次回
のリース・保守等の際の経費節減に努めること。

担
当
部
局
評
価

 総合評価

継 続 改 善 縮 小

 今後に向けて（取組方針・具体的な改善改革案など）

小学校パソコン教室において、２人で1台を共有使用する状況は変わらないが、今後も1人1台のパソコン整備を目
標としていく。小・中学校では普通教室内にＬＡＮ整備がされ、パソコンを活用した授業が展開されており、児
童・生徒たちの学習意欲の向上、集中力の強化に期待がもてる。今後はダブレットパソコン等を活用方法につい
て、先進都市から情報を集め、学校現場、関係部署と共に検討を行っていく。平成25年度は中学校の教師用パソ
コン、普通教室で活用できるパソコン台数の拡充を図る。

教育現場の声は十分重視している。

成果指標の実績値は目標値以上である
小学校のパソコン台数が目標値に達してい
ない。有効性

達成度
成果指標は前年度より向上している

事業費を削減する余地がない

国・府の事業や市の他事業と重複していない

市の他事業との統合や、事業の簡略化の余地がない

民間活力 （民間委託、NPO・ボランティアなど）の活用について検討
の余地がない （すでに活用しており、拡大の余地はないを含む）

協働性
事業の企画や実施にあたり、市民の意見を反映しているか、又、参
加、協力が得られているか

市民ニーズが高い （事業の拡充・継続の要望がある、又、活動指標
が増加傾向にあるなど）

ＩＣＴ社会に向け、今後も重点的に推進すべ
き事業である。

市民ニーズと比較してサービスの対象範囲や水準が適切か

他市の水準と比較しても、対象範囲や水準を見直す必要がない

事業を縮小、又は廃止・休止した場合の影響度が大きい

効率性

活動単位あたりコストが適切である （経年比較など）
機器の耐用年数は5年から７年であり、減
価償却といった面からも妥当性が認められ
る。

使用料・手数料等の受益者負担の割合は適当である

人員を削減する余地がない
分
析
・
評
価

視点 分析のためのチェック点 はい いいえ
該当
なし 分析・評価の説明

妥当性

市の特色
等を市内
外へ発信

第三者に
も受益
がある

有
○
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では負担
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市の関与が必要な理由 評価

1 2 3 4 5 6 7


